
Ⅵ 農業経営の部

解 説

「農業経営統計調査」から、「経営形態別経営統計（個別経営）」及び「経営形態別経この部には、

営統計（組織法人経営）」結果について収録した。

１ 調査の概要（ ）農業経営統計調査

(1) 調査体系

(2) 調査対象

ア 個別経営

2010年世界農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、農産物の

販売を目的とする経営体（農作業の受託事業のみを行う農業経営体を除く。）を対象とした。

水田作経営

畑作経営

露地野菜作経営

施設野菜作経営

果樹作経営

露地花き作経営

施設花き作経営

酪農経営

繁殖牛経営

肥育牛経営

養豚経営

採卵鶏経営

ブロイラー養鶏経営

（その他経営）

個別経営に準ずる。
（ただし、その他経営は除く。）
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個別経営
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組織経営

組織法人経営
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イ 組織経営

2010年世界農林業センサスに基づく農業経営体（牧草地経営体を除く。）のうち、個別経営体

以外の組織による農業経営を行い、農産物の販売を目的とする農業経営体（組織経営）を対象に

実施した。

ただし、水田作経営のうち集落営農型組織については、集落営農実態調査（平成22年２月１日

現在）で把握された経営体を対象とした。

なお、調査の対象とする組織法人は、法人格を有するもの（組織法人）と法人格を有しないも

の（任意組織）とに区分した。

(3) 調査期日

ア 個別経営

毎年１月から12月までの１年間

イ 組織経営

調査対象経営体ごとに当年４月から翌年３月までに迎えた決算期の終了月前１年間

(4) 調査方法

ア 個別経営

調査票（現金出納帳・作業日誌及び経営台帳）を調査対象経営体に配布し、これに日々の現金

収支、労働時間及び財産の増減等を調査対象経営体が記帳する自計調査の方法を基本とし、職員

又は統計調査員による調査対象経営体に対する面接調査の併用により行った。

イ 組織経営

調査対象経営体による自計調査（記帳調査）、調査対象経営体の作成した決算書類を閲覧する

方法及び職員又は統計調査員による調査対象経営体の代表者（調査協力者）に対し面接し聞き取

る方法により行った。

(5) 経営形態別経営統計の集計範囲

ア 個別経営

営農類型別経営統計で取りまとめた「水田作経営」から「ブロイラー養鶏経営」の各営農類

型に分類した調査経営体に、「その他経営」に分類した調査経営体を加えて集計した。

イ 組織経営

営農類型別経営統計で取りまとめた「水田作経営」から「ブロイラー養鶏経営」の各営農類

型に分類した調査経営体を集計した。

２ 調査事項及び用語の説明

経営収支並びに資産及び負債の把握の範囲については、以下のとおりである。

・農 業：農業経営体全体の経営収支

・農業以外：農業経営関与者の経営収支（非関与者分については、把握していない。）

(1) 農業経営関与者

経営体においては経営主夫婦及び年間60日以上農業に従事する世帯員である家族をいう。

なお、15歳未満の世帯員及び高校・大学等への就学中の世帯員は、自営農業従事日数が年間60

日以上であっても農業経営関与者とはしない。

また、非関与者にかかる現金・貯蓄・借り入れ・農外収支等は把握していない。

(2) 農業生産関連事業

農業生産関連事業とは、農業経営関与者が経営する農産加工、農家民宿、農家レストラン、観

光農園等の農業に関連する事業であって、①従事者がいること、②経営体で生産した農産物を使

用していること、③経営体が所有または借り入れている耕地もしくは農業施設を利用しているこ

との、いずれかに該当しているもの。

３ 利用上の注意

本調査は、全国推計を目的に必要な標本数を都道府県別に配分したものであり、管内結果につい

ては必要な標本数が確保されていない場合もあるので、利用に当たっては留意されたい。


